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Action Report 

全 社 協 
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          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特 集 

 権利擁護・虐待防止の取組課題を考察し、地域共生社会の構築をめざ

す～『権利擁護・虐待防止 2018』発行 

Topics 
 生活困窮者自立支援制度における厚生事業関係施設が果たすべき役割を考察～

平成 29年度 全国厚生事業団体連絡協議会研究会議 
 

 地域共生社会の実現をめざし、地域とのかかわりを考察～平成 29 年度 施設長実

学講座（第5回） 
 

 家庭、里親子にかかわる職員の学び～ファミリーソーシャルワーク研修会 

 

 地域と共にある保育経営法人の実践を考える～全国経営協 保育事業経営セミ

ナー 
 

 地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現に向けて～全国地域包括・在

宅介護支援センター研修会 

 

 社会福祉法人・施設等における「職場研修」の推進・定着をはかる～平成 29 年度 

職場研修担当者研修会 施設職員コース(第 2回) 

 
 

 

社会保障・福祉政策情報 
インフォメーション 

利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 権利擁護・虐待防止の取組課題を考察し、地域共生社会の

構築をめざす～『権利擁護・虐待防止 2018』発行 
 

住民一人ひとりの暮らしや生きがい、支え合い

をともに創っていく共生社会の実現にあたって

は、人々の権利が保障され、安心・安全な地域

生活をいとなめる環境づくり・地域づくりがますま

す重要になります。 

全国社会福祉協議会では、権利擁護・虐待防

止に関する総合的な推進事業として、『権利擁

護・虐待防止』を毎年発行しています。本書は、

この 1 年間の主要な動向と課題、また関係省庁

などの資料等を掲載しています。 

2018 年版では、「地域共生社会の実現と権利

擁護～誰もが安心して暮らせる地域づくり～」を

特集のテーマとし、共生社会の実現や発達障

害、司法ソーシャルワークをとりあげています。く

わえて、権利擁護・虐待防止に関し社会的養護

（児童）、障害福祉、高齢福祉などを取り巻く現状

と課題を把握し、今後の実践につなげる内容としています。 

 

Ⅰ 特集 地域共生社会の実現と権利擁護～誰もが安心して暮らせる地域づくり～ 

平成 29 年の改正社会福祉法をうけ、平成 30 年 4 月に向けて地域共生社会の実

現に向けた地域包括ケアシステムの推進・深化がすすめられています。市町村には、

包括的支援体制の構築と策定が努力義務となった、地域福祉計画の策定・見直し等

が求められます。なかでも、福祉と医療の連携推進は一層重要な取組課題となります。 

社会福祉法人 静岡市社会福祉協議会／静岡市清水医師会在宅医療介護相談

室 安藤 千晶 氏からは、静岡市清水区における医師会と福祉職との多職種連携に

よる総合相談支援体制の構築について執筆いただいています。清水区では、福祉と

医療がそれぞれの専門性を活かす連携・協働をはかることで、地域の多様な生活・福

祉課題をうけ止める総合相談を展開し、包括的支援体制を構築しています。 

心身障害児総合医療療育センター 外来療育部長／板橋区子ども発達支援セン

特 集 

↑画像をクリックすると注文用画面に

ジャンプします。 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/kenriyogo2018.pdf
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ター 所長 米山 明 氏からは、発達障害児・者が抱える課題とその支援策について

執筆いただいています。発達障害者・児数は増加傾向にあり、発達障害を含む発達

の遅れや偏りは虐待要因の一つともなっています。問題解決にあたっては、障害の早

期発見及びライフステージに応じた切れ目ない、きめ細かな支援の提供とともに、家

族への支援が一層必要とされます。また、福祉や医療のみならず教育機関等分野を

超えたネットワークを活用した支援体制の構築が重要です。 

日本司法支援センター本部 第一事業部司法ソーシャルワーク推進室 森 優一 

氏からは、司法ソーシャルワークの実践について、その実践事例と今後の展望につい

て執筆いただいています。 

 

Ⅱ 権利擁護・虐待防止の動向と平成 30 年度の取組に向けて 

第2特集では、社会的養育（児童）、障害、高齢者、生活困窮者に関し、この1年間

の制度・政策動向をふまえ、平成 30 年度の取組みに向けた課題をとりあげています。   

社会的養護については、平成 28 年の改正児童福祉法をうけ見直された「新しい社

会的養育ビジョン」の内容をふまえ、NPO 法人日向ぼっこより社会的養護のあり方に

ついて当事者の視点から執筆いただいています。 

障害関係では、毎日新聞論説委員 野沢 和弘 氏から障害者虐待の現状の考察

と住まいや就労の観点から地域生活を送るうえでの課題について執筆いただいてい

ます。 

高齢関係では、東京都医学総合研究所 精神保健看護研究室 中西 三春 氏か

ら高齢者虐待の現状分析を通し、権利擁護を実現するための取組課題と福祉関係者

が果たすべき役割について執筆いただいています。 

生活困窮者支援関係では、社会保障審議会「生活困窮者自立支援法及び生活保

護部会」の委員である首都大学東京 都市教養学部 教授 岡部 卓 氏から、今回

の見直し検討の内容を整理いただき、平成 30 年度からの本事業への期待等を執筆

いただいています。 

 

『権利擁護・虐待防止 2018』 

目 次 

Ⅰ 特集 地域共生社会の実現と権利擁護～誰もが安心して暮らせる地域づくり～ 

1．「地域共生社会をめざして～医師会との連携による総合的支援体制の構築～」 

社会福祉法人 静岡市社会福祉協議会／ 

静岡市清水医師会在宅医療介護相談室 安藤 千晶氏 

2．「発達障害児・者を地域で支える」 

心身障害児総合医療療育センター 外来療育部長／ 

板橋区子ども発達支援センター 所長   米山 明氏 
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3．「法テラスの司法ソーシャルワークの取組と新たな試み」 

日本司法支援センター本部 第一事業部司法ソーシャルワーク推進室 

森 優一氏 

 

Ⅱ 権利擁護・虐待防止の動向と平成 30 年度からの取組に向けて 

1．「子どもの最善の利益を守る～新しい社会的養育ビジョンをうけて～」 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 政策企画部 

NPO 法人 日向ぼっこ 

2．「障害者の地域生活と権利擁護」 

毎日新聞論説委員 野澤 和弘氏 

 

3．「高齢者虐待防止と権利擁護～法に基づく対応状況調査結果（厚労省）を踏ま 

えて～」 

東京都医学総合研究所 精神保健看護研究室 中西 三春氏 

 

4．「生活困窮者自立支援事業の取組と課題」 

首都大学東京 都市教養学部 教授 岡部 卓氏 

 

Ⅲ 今日的な生活課題・福祉課題と支援の取組 

1．「日常生活自立支援の現状と課題」 

明治大学法科大学院 教授／弁護士 平田 厚氏 

 

2．「地域生活定着支援センターの取組内容と今後の課題」 

社会福祉法人 青森県社会福祉協議会 

青森県地域生活定着支援センター 所長代理 

佐々木 雄輔氏 

 

3．「運営適正化委員会の苦情受付・解決の動向と課題」 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 政策企画部 

 

Ⅳ 権利擁護・虐待防止 最新関係資料 

Ⅴ 権利擁護・虐待防止 関係団体紹介  

 

全国社会福祉協議会 政策企画部 編 

A4 判／180 頁 

定価 1,000 円（税込・送料別） 
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【注文用画面】 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/kenriyogo2018.pdf 

 

 

【お問合せ先】 

全国社会福祉協議会 政策企画部 

TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721 

E-mail z-koho@shakyo.or.jp 

 

  

↑URL をクリックすると注文用画面にジャンプします。 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/kenriyogo2018.pdf
mailto:z-koho@shakyo.or.jp
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■ 生活困窮者自立支援制度における厚生事業関係施設が果た

すべき役割を考察～平成 29 年度 全国厚生事業団体連絡

協議会研究会議 
 

全国厚生事業団体連絡協議会（会長 大西 豊美／全国救護施設協議会、全国更

宿施設連絡協議会、全国身体障害者福祉施設協議会、全国婦人保護施設等連絡協

議会の 4 団体で構成）は、厚生事業関係施設が行う生活困窮者への支援について、

その機能や役割、実践内容の共有と充実をめざし、「平成 29 年度 全国厚生事業団

体連絡協議会研究会議」を 1月 24～25日に開催し、全国から参集した 105名の関係

施設役職員等と共に研さんと交流を

はかりました。 

初日は、「生活困窮者自立支援制

度及び生活保護制度の見直しについ

て」をテーマに厚生労働省 社会・援

護局 竹垣 守地域福祉課長による

行政説明と、連絡会を構成する4団体

からの基調報告、パネルディスカッショ

ンを行いました。「生活困窮者自立支

援制度における厚生事業関係施設が果たすべき役割や支援のあり方」をテーマにし

たパネルディスカッションでは、コーディネーターの新保 美香 氏（明治学院大学教

授）とパネリスト 4 名（4 団体から各 1名）にご登壇いただきました。 

2 日目は「福祉サービスの質の向上」「生活困窮者等への支援」「利用者の暴力被

害の現状と支援」をテーマにした 3つの分科会を行いました。 

最後は、「地域に根ざした生活困窮者支援を通じた仕事の創出」と題して、一般社

団法人 釧路社会的企業創造協議会副代表の櫛部 武敏 氏から講演をいただきま

した。とくに支援対象者の自尊感情や自己肯定感の回復に配慮した支援方法を工夫

することの大切さについて語られ、2 日間の研究会議の幕を閉じました。 

 

 

 

 

Topics 
 

全体会の様子 
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■ 地域共生社会の実現をめざし、地域とのかかわりを考察～平

成29年度 施設長実学講座（第 5回） 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、1 月 29～30 日、平成 29 年度 施設長実

学講座（第5回）を開催しました。今回は「地域をつなげる福祉施設長」をテーマに、全

国から 18 名の参加がありました。 

日本福祉大学 福祉経営学部 教授

の田島 誠一 氏より、地域共生社会をめ

ざす施設長のあり方や施設・事業所の取

組みの行動指針の策定に向けた講義や

演習をいただきました。また、社会福祉法

人 東京新聖会 理事の尾林 和子 氏

より、実践事例の報告をいただきました。 

参加者からは、「とても多くの事例紹介

を行っていただき、自施設でも地域のた

めに何ができるかを考え取り組みたい」、「法人の理念に照らし地域のために活動した

い」等の声が寄せられました。 

 

 

■ 家庭、里親子にかかわる職員の学び～ファミリーソーシャルワー

ク研修会 
 

全国社会福祉協議会は 1月 30～31日、ファミリーソーシャルワーク研修会を開催し

ました。473 人が集い、地域の要保護・要支援家庭と子どもや里親子を支えるための

専門性を磨く研修に臨みました。 

1日目は行政説明から社会的養護の

現状と施策・制度の動向を学び、日本

女子大学 林 浩康教授がコーディ

ネーターを務めたシンポジウムでは、

林氏の講義の後、ファミリーソーシャル

ワークの実践事例を 4 人が報告し、家

庭支援・里親子支援の取組例から具体

的な支援のプロセスやニーズのとらえ

方、関係性を結ぶことが困難になった

実学講座の様子 

研修会の様子 
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親子へのかかわり方、地域ぐるみの支援展開の様子などを共有しました。 

2 日目は 5 つの分科会に分かれ、参加者が講義と演習でそれぞれの学びを深めま

した。 

ファミリーソーシャルワークの基礎と役割を考える分科会は、主に初任者を対象とし

ながらも中堅者には学び直しの機会となりました。里親支援と連携を学ぶ分科会では

関係者連携のチーム養育を強く意識づけ、講師から家庭訪問のノウハウや実親との

交流など具体的な示唆がありました。家庭支援のためのアセスメントを学ぶ分科会で

は、面接場面例を通じてアプローチの留意点やプロセスの重要性、援助展開の視点

を学びました。産前産後の包括的支援展開をテーマにすえた分科会では、参加者か

ら、市町村域のネットワークと協力関係の有用さを実感したという感想が寄せられまし

た。親支援と親子関係再構築を考える分科会では、子ども／親／親子それぞれの観

点で、子育てに課題のある親を支援し親子の関係性を結び直すためのポイントや留

意点を学び、2 日間の研修会を閉じました。 

 

 

■ 地域と共にある保育経営法人の実践を考える～全国経営協 

保育事業経営セミナー 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格／以下、全国経営協）は、平成

29年度 保育事業経営セミナーを 2月 6日に開催し、全国から 300名が参加しました

（運営：保育事業経営委員会）。 

国がすすめる「人づくり革命」の柱では、幼児教育・保育の

無償化や企業主導型保育事業など、子ども・子育てに関する

諸施策が掲げられています。 

また、今後の公定価格の見直しや次期 5 カ年の市町村子

ども・子育て支援事業計画見直しを見据え、本セミナーで

は、法人として注視しなければならない制度動向を確認する

とともに、地域共生社会の実現に向け、これまで地域と共に

歩んできた保育事業経営法人の中長期展望を考察すること

を目的として開催しました。 

参加者からは、「時代背景などをもとに、現在の制度設計に至る流れを知ることがで

きた」「自法人で地域における公益的な取組を進めるうえで参考になった」「保育指針

の改定の趣旨について理解が深まった」等の声をいただきました。 

全国経営協 保育事業経営委員会では、本セミナーで参加者からいただいたご意

見をふまえながら、引き続き、保育人材の確保・育成・定着や、地域における公益的な

宮田裕司全国経営協保

育事業経営委員長 
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取組の推進等、保育事業経営法人の支援に取組んでいくこととしています。 

 

プログラム 

講演Ⅰ 先読み解説！クローズアップ保育経営 

「迫り来る保育分野の 2020 年問題～制度・政策から保育事業経営まで～」 

講 師／保育システム研究所 代表 吉田 正幸 氏 

講義・

実践 

報告 

「法人経営を総点検＆地域と共にある保育経営法人の実践報告」 

実践報告／青森県・社会福祉法人青幸会 理事長・園長 井ノ口 幸子 氏 

東京都・社会福祉法人ダビデ会 園長 伊能 恵子 氏 

岡山県・社会福祉法人宝和会 理事長 吉田 久 氏 

講義・進行／全国経営協保育事業経営委員会 委員長 宮田 裕司 氏 

講演Ⅱ 「こうすると使える処遇改善加算」 

講 師／厚生労働省 子ども家庭局 保育課 保育専門調査官 

聖和短期大学 准教授 馬場 耕一郎 氏 

 

 

 

■ 地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現に向けて

～全国地域包括・在宅介護支援センター研修会 
 

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会（会長 青木 佳之／以下、全国地

域包括・在介協）は、2 月 8 日、全国地域包括・在宅介護支援センター研修会を開催

しました。 

全国から約 230 名のセンター職員や行政担当者等の関係者が集い、次期介護保

険制度の見直しや地域共生社会の方向性と、そのなかにおける地域包括・在宅介護

支援センターの役割について学びました。 

研修会の前半は、厚生労働省 老健局 振興課から地域包括ケアシステムの深化・

推進に向けて地域包括・在宅介護支援センターに求められる役割について行政説明

が行われ、続いて青木 佳之会長が本年度の全国地域包括・在介協の事業を中心に

基調報告を行いました。 

後半は、「地域共生社会の実現に向けて地域包括・在宅介護支援センターに期待

される役割」をテーマに、厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課からの行政説明に

続き、世田谷区と山形市社協における包括的支援体制づくりに関わる実践報告をい

ただきました。 
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参加者間で発表内容や各地における課題等について意見交換を行いながら、今

後、地域包括・在宅介護支援センターが果たすべき役割について考察しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 社会福祉法人・施設等における「職場研修」の推進・定着をは

かる～平成29年度 職場研修担当者研修会 施設職員コー

ス(第 2回) 
 

中央福祉学院では、社会福祉法人・施設等における「職場研修」の推進・定着をは

かるために、その推進役を担う職場研修担当者を対象とした「職場研修担当者研修会」

を毎年開催しています。 

今年度は第1回を平成29年7月に「インストラク

ター養成コース」と同時開催しており、第2回を

平成30年2月5～7日に「施設職員コース」単独

で開催し、96名の方が受講されました。  

初日の午前中に研修のねらいや職場研修の

考え方、着目すべきポイント等をテキストで確認

しながら講義を行い、それぞれの詳細を初日の

午後から3日目にかけて、グループワークや個人

ワークを通じて解説しました。具体的には各職場

の現状診断やOJT・OFF-JT・SDSの推進にあたって留意すべき点を確認し、研修技

法や今後の計画策定と課題確認などを行いました。 

研修会の様子 

講義の様子 
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また、職場研修を計画的に実施していくことの

大切さを学ぶなかで、全社協が推進している「福

祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」を受講

することの意義についても説明があり、同研修課

程が人材育成や職員定着のための具体的な手

法として有効であることを学びました。 

全体を通じてグループ内での共有や討議を行

う場面が多く、受講者間の情報交換も活発に行

われました。今回の研修の成果をいかし、今後

各職場で一層充実した職場研修が実践されることが期待されます。 

  

グループワークに取組む様子 
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■ 平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要【2月 5日】 

これまでの議論をふまえ、平成30年度障害福祉サービス等の報酬改定がとりまとめ

られた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000193399.html 

■ 被保護者調査（平成 29年 11月分概数）【2 月 7日】 

被保護実人員は 212 万 4,526 人となり、前月より 791 人減少し、対前年同月では 2

万 1,404 人減少した。被保護世帯は 164 万 2,971 世帯となり、前月より 64 世帯増加

し、対前年同月では、3,446 世帯増加した。世帯類型別では、対前年同月では、高齢

者世帯（とくに単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/11.html 

 

 

  

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000193399.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/11.html
http://zseisaku.net/


 

 13 

 

 

 

 

 

 

全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

<月刊誌> 

●特集「施設経営におけるイノベーション」 

『月刊福祉』3月号 

本特集では、福祉現場での働き方を見直すために

なぜ施設経営においてソフト面でのイノベーションが

必要なのかについて議論を行いました。 

オーストラリアのヨゼフ・シュンペーターによれば、

イノベーションとは、「経済活動のなかで生産手段や

資源、労働力などをそれまでとは異なる仕方で新結

合すること」と定義されています。現代の福祉事業に

おける施設経営では、この意味におけるソフト面での

イノベーションに注目することが重要です。 

社会福祉法人制度改革や福祉人材確保、働き方

全般の見直し（働き方改革）等の動きに対して、これ

からの施設経営を考えます。 

 

＜特集目次＞ 

【てい談】福祉施設での働き方を考える 

大沢 真知子（日本女子大学人間社会学部教授） 

湯川 智美（社会福祉法人六親会常務理事、全国社会福祉法人経営者協議会制 

度・政策委員会福祉人材対策特命チームリーダー） 

平田 厚（明治大学法科大学院教授、弁護士、『月刊福祉』編集委員〔進行兼〕） 

【レポートⅠ】介護の仕事の魅力を伝え人材確保につなげる埼玉県の取り組み 

―介護の魅力ＰＲ隊 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2954&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2954&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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谷澤 正行（埼玉県福祉部高齢者福祉課長） 

【レポートⅡ】職場への定着支援は、スタッフとしっかり向き合うこと 

田本 武士（社会福祉法人雲南ひまわり福祉会事務局長） 

【レポートⅢ】離島の小さな社会福祉法人がイノベーションで変わった 

門原 淳一（社会福祉法人明和会業務執行理事、特別養護老人ホームゆうゆうの 

里施設長） 

【論文Ⅰ】人工知能×福祉 

御代川 知加大（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）、技術戦略研究センター（TSC）主任研究員） 

【論文Ⅱ】先人に学ぶ突破する力 

蟻塚 昌克（立正大学社会福祉学部教授） 

（2 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 

●特集 1「『私たちの指導計画』のまとめと課題」 

特集 2「保育指針等の改定と『指導計画』」 

『保育の友』3月号 

本誌「私たちの指導計画」のコーナーで、1 年間に

わたってご協力いただいた各グループによるふりかえ

りをご紹介します。指導計画作りを通して得られた学び

を共有するとともに、次年度以降の指導計画の作成と

保育実践を展開していくための参考にご活用くださ

い。 

また、第 2 特集では、平成 30 年 4 月に施行される

「保育所保育指針」「幼保連携型認定こども園教育・保

育要領」及び「中央説明会資料」で示された内容をふ

まえ、指導計画を策定するにあたってのポイント、計画

立案に伴うプロセスや評価など、保育の質の向上に資

する計画について考えました。 

（2 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2957&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2957&_class=120101&_category=08039

